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2001 年 10 月施行の改訂地域雇用開発促進法においても、都道府県に指定された地域ごとの
雇用計画策定が地方自治体の努力義務になった。国による指定方式から都道府県による指定、








































事業　　　　　　　　 事業　                 
交付金名称 緊急地域雇用特別 緊急地域雇用創出 ふるさと雇用再生 緊急雇用創出事業 重点分野雇用創造
交付金 特別交付金 特別交付金 臨時特例交付金 特別交付金
国の予算措置 1999年度一般会計 2001年度一般会計 2008年度労働保険 2008年度一般会計 2009年度一般会計
補正予算（第１号） 補正予算（第１号） 特別会計補正予算 補正予算（第２号） 補正予算（第２号）
　予算額2,000億円 　予算額3,500億円 （第２号） 　予算額1,500億円 　予算額1,500億円





事業終了時期 2002年３月末 2005年３月末 2012年３月末
出所：（財）東京市政調査会（編）『自治体の就労支援』の25～26頁、図表１－２を基に、「雇用対策と自治体の取り組み」
　（『季刊実践自治』2010年冬号所収）７～８頁で補強して作成。




















急地域雇用創出特別基金事業」（第１次事業）を決定し、11 月９日提出の 2001 年度一般会計補











 第１次雇用創出基金事業の実施期間中、全国の地方自治体は政府に対し 2002 年度以降の事業
－ 7 － 
継続を求める決議を多数提出した。しかし厚生労働省は 2001 年４月の時点では、当初の予定通
り 2002 年３月末で事業を終了し、地域雇用促進法の改正により、自治体主導の雇用創出の仕組







金事業）を決定し、７月８日提出の 2001 年度補正予算案（第１号）に盛り込んだ（７月 21 日
成立）。予算額は 3,500 億円で、緊急地域雇用創出特別交付金として都道府県に配分、都道府県
はその財源で基金を造成、2004 年度末を時限として基金の取り崩しにより雇用政策を実施する。
2002 年 12 月には事業の拡充、中小企業の雇用安定や雇用機会創出のための小規模事業への事
業委託の推進など第２次雇用創出基金事業の見直し内容を決定した。2003 年１月 20 日、第２
次雇用創出基金事業への 800 億円（中小企業特別事業委託分 400 億円、一般事業分 400 億円）
の追加を含む 2002 年度一般会計補正予算案（第１号）を国会へ提出した（１月 30 日成立）。こ
れにより予算規模は第１次雇用創出基金事業の 2 倍以上の 4,300 億円に増額された。2001 年 11
月に厚生労働省が都道府県に示した第２次雇用創出基金事業の実施要領は、第１次雇用創出基
金事業を踏襲した。 
政府は第２次雇用創出基金事業では 4,189 億円が執行され、事業に従事する労働者数 64 万







2004 年度末に事業は終了することとし、代わりに 2005 年度から地域再生法の地域再生計画の




－ 8 － 
の構造改革による格差・貧困の拡大の下で、参議院選挙の敗北に見舞われた自民党政権は「生
活」に視点を置いた政策を展開せざるをえなくなった。麻生政権は 2008 年 11 月、「生活対策」
において、①暮らしの安心が脅かされている生活者、②資金繰りに悩む中小企業、③都市部と
の格差に悩む地方といった弱者へのセーフティネットとして、安定的な雇用機会を創出するた

























を引き続き正規労働者として雇い入れた企業等に対しては、一時金として 1 人当たり 30 万円を
支給する。 
 各都道府県の「ふるさと雇用再生特別基金事業計画書」の集計に基づく分野別構成比では、
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 離職を余儀なくされた失業者や未就職者の短期的に雇用する政策である。2008 年 12 月に創
設された。2008 年度一般会計補正予算（第２次）で 1,500 億円が計上され、2009 年４月の「経
















 政権交代後の 2009 年 10 月、鳩山政権は 2010 年３月までの「緊急雇用対策」を決定し、第３
次雇用創出事業の運用改善、前倒し執行、要件緩和（緊急雇用事業における雇用期間の１回の
更新を全分野で認めるなど）を盛り込んだ。2009 年 12 月の「明日の安心と成長のための緊急
経済政策」では「重点分野雇用創出事業」を創設、2009 年度補正予算で緊急雇用事業に係る都
道府県の基金の 1,500 億円積み増しが計上された 12)。さらに 2010 年９月の「新成長戦略実現に
向けた３弾構えの経済対策」において予備費 1,000 億円を積み増し、さらに 2010 年度補正予算
で 1,000 億円積み増し、積み増し額は計 3,500 億円になった。 










の配分に主導されて、実質的には 1999 年度からスタートしたといえる。2001 年度から４年間、
第２次雇用創出基金事業による特別交付金を原資として県が 63 億円の基金を造成し、それを取
り崩して地域雇用対策を実施した。基金を活用した事業の中心は、県営事業および市町村事業
としての愛媛県新緊急地域雇用創出基金事業であり、最終年度の 2004 年度には 21 億 6,297 万
円の支出規模であった（表２参照）。この事業による新規雇用者数は、４年間の累計で 5,506 人
（一般事業分 5,339 人、中小企業特別委託事業分 167 人）とされている。 
2004 年７月には、若年者就職支援センター（ジョブカフェ愛 work）を設置したが、同年度の
支出規模は 3,589 億円で、利用者数は 34,290 人（うちかかりつけ相談者数は 5,077 人）、就職決






る雇用安定対策は 2005～07 年度に大幅に縮小した。2007 年度についてみると、主な事業は若
年者就職支援センター事業で、運営を「えひめ若年人材育成推進機構」に委託した。支出規模
は 2006 年度の 1,345 万円から 4,212 万円に増額され、同センターを利用して就職した若者の数









                                
表２　愛媛県の地域雇用対策－2003～2007年度、決算額－
単位：千円






若年者就職支援センター事業 35,889 14,120 13,453 42,116
　　　国費 ー 1,017 712 981







－ 12 － 
別基金事業と緊急雇用創出事業の導入と交付金の配分を待たねばならなかった。同年度に愛媛
県ふるさと雇用再生特別基金積立金として 45 億１,000 万円、愛媛県緊急雇用創出事業臨時特
例基金積立金として 19 億円支出し、基金を造成した（表３参照）。基金の規模は、2001～04 年
度に実施した愛媛県新緊急地域雇用創出基金活用事業（63 億円）のケースとあまり差はない。 
二つの基金の取り崩しにより 2011 年度まで実施される事業は 2009 年度から本格化した。愛
媛県ふるさと雇用再生事業・市町ふるさと雇用再生事業は、県が地域求職者等を雇い入れて行
う事業により雇用機会を創出する事業であり、2009 年度の県事業の支出規模は５億 3,350 万円、
雇用した数は 244 人、市町村事業の支出規模は２億 8,013 万円、雇用した数は 124 人であった。
愛媛県緊急雇用創出事業・市町緊急雇用創出事業は、離職を余儀なくされた非正規労働者や中
高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業機会の創出等を実施する事業
である。2009 年度の県事業の支出規模は 14 億 5,653 万円、雇用した人数は 1,906 人、市町村事














 二つの基金を活用した事業の最終年度にあたる 2011 年度の当初予算をみると、ふるさと雇用
再生特別基金事業で 2,489 万円、緊急雇用創出事業で 445 万円の基金の積み増しが行われてい
る。基金を活用した事業費はふるさと雇用再生事業 15 億 4,000 万円（県事業９億 2,400 万円、
市町村事業６億 1,600 万円）、緊急雇用創出事業 28 億 9,800 万円（県事業 17 億 2,200 万円、市
町村事業 11 億 7,600 万円）であった。事業規模は４年間で最大であるが、十分な雇用効果をあ
げられるかは疑問である。 





若年者人材育成事業（県費） 42,626 41,381 43,169
愛媛若者サポート事業（県費） 8,727 7,420 15,158
愛媛県ふるさと雇用再生事業 4,517,603 533,499 948,893
　　基金造成 4,510,000 ー 24,893
　　基金取り崩し 7,603 533,499 924,000
市町ふるさと雇用再生事業 ー 280,134 616,000
愛媛県緊急雇用創出事業 1,972,766 1,456,526 1,766,521
　　基金造成 1,900,000 ー 44,521
　　基金取り崩し 72,766 1,456,526 1,722,000
市町緊急雇用創出事業（基金取り崩し） 27,272 992,173 1,176,000
出所：愛媛県「主要施策の説明」平成20～21年度、「一般会計予算書」平成23年度。
決算額
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に「地域の実情を踏まえた雇用対策の推進」が掲げられており、成果指標の有効求人倍率では
現状値 0.86 倍（2005 年度）に対して目標値を 1.00 倍（2010 年度）と設定しているが、2009 年
度の実績値は 0.54 倍と大幅に低下している（表４参照）。成果目標・完全失業率については、
































有効求人倍率 　　　0.86倍 　　1.00倍 　　0.54倍
完全失業率 4.0% 3.1% 4.5%




































































「新成長戦略」が決定された直後の 2010 年６月 22 日に「財政運営戦略」が閣議決定され、
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